
⑥震災に関する学術調査、

災害の記録と伝承 

■具体的な施策等

 震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究

 災害の記録と伝承

 大規模な自然災害等に関する課題解決への貢献

 東日本大震災を踏まえた地震観測体制等の強化

 東日本大震災に係る学術調査の実施

 国立公園の創設を核としたグリーン復興
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震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 総務省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 作成年月 

目 （ⅰ） 平成 27 年 6 月 

これまでの取組み 

（震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究について） 

①地域防災計画における地震・津波対策等の充実・強化に関する検討会 

東日本大震災を踏まえた、地方公共団体の災害対応の検証を行い、地方公

共団体が行う地域防災計画の見直し等を支援した。（平成 23 年 12 月とりま

とめ） 

②東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検

討会 

地震の揺れや津波で被害を受けていた危険物施設等の実態調査を行い、実

態調査の分析結果を踏まえて危険物施設等における地震・津波対策のあり方

について検討を行った。（平成 23 年 12 月 22 日に検討報告書を公表）。検討

結果を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策について、地方公共団体へ通

知を発出した。） 

さらに、危険物の規制に関する規則を改正し、予防規程に定めなければ

ならない事項に、地震が発生した場合に加え、地震に伴う津波が発生し、

又は発生するおそれがある場合における施設及び設備に対する点検、応急

措置等に関することを追加した（平成 24年 5月）。 

また、東日本大震災の実態調査を踏まえ、地震等の災害時における危険

物の仮貯蔵・仮取扱い時の安全対策のあり方について検討（平成 24年６月

から開催）し、平成 25年３月に検討報告書をとりまとめた。検討結果を踏

まえた地震等の災害時における危険物の仮貯蔵・仮取扱い時の安全対策の

あり方について、地方公共団体へ通知を発出した。 

東日本大震災を踏まえ、震災等に係る被害の軽減及び早急な施設の復旧

に資するため、危険物施設における震災等対策を適切かつ容易にするため

の緊急対応マニュアルのガイドラインを平成 26年３月にとりまとめた。 

③救急業務のあり方に関する検討会（災害時における救急業務のあり方に関

する作業部会） 

東日本大震災における救急業務の実態を踏まえ、今後の大規模災害時の救

急業務のあり方について、課題やその対応策及び、必要な制度の見直しを検
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討（平成 23年６月から開催）し、平成 24年 3月、救急業務のあり方に関す

る検討会報告書をとりまとめた。 

④消防・救助技術の高度化等検討会 

東日本大震災での東京電力福島第一原子力発電所事故における消防活動

や、近年の NBC 災害対応資機材の高性能化を踏まえ、NBC 災害対応力の向上

や救助活動等の迅速化、効率化を図るため、従前の NBC 災害に関するマニュア

ルの内容の見直しについて検証・検討を行い、「化学災害又は生物災害時にお

ける消防機関が行う活動マニュアル」及び「原子力施設等における消防活動対

策マニュアル」としてとりまとめた。 

⑤リチウムイオン電池に係る規制のあり方 

東日本大震災に伴う原子力発電所事故に端を発する電力需給対策に対応

するため、リチウムイオン電池の火災危険性等について実証実験等を行い、

規制のあり方について検討を行った（平成 23 年８月から開催、平成 23 年

12月に検討報告書をとりまとめた）。検討結果を受けて、平成 23年 12月 27

日付けで各地方公共団体へ通知を発出し、また、平成 24 年５月に危険物の

規制に関する政令を改正した。 

⑥コンビナート施設被害の調査・解析 

東日本大震災や最近の石油コンビナートでの重大事故で見られる災害事

象を踏まえ、災害シナリオ等の追加、避難計画の考え方等の追加を行い「石

油コンビナートの防災アセスメント指針」を改定した。さらに、特定防災施

設等（流出油防止堤等）の地震による影響評価について簡易な評価マニュア

ルを示すとともに、特定防災施設等の地震・津波への対処等に関しては、応

急対策・代替措置等を示した。 

また、緊急性の高い調査解析事業として、石油コンビナートの被害調査及

び大規模火災に係る調査研究を行った。さらに、津波による水没地域による

消防活動の対応方策について検討、検証を行い、情報収集用の無人偵察ヘリ

の研究開発やプロトタイプの車両開発を行った。 

石油コンビナートや化学プラントで大規模な火災が発生した状況におい

て，リモート操作が可能で、自律的に動作し、火災抑制、消火活動や活動の

支援を行うことができる消防ロボットシステムの詳細設計を完了した。 

⑦石油コンビナート災害対策のあり方 

東日本大震災や最近の石油コンビナートでの重大事故を受け、石油コンビ

ナート防災の強化のための考え方を示すとともに、石油コンビナート等防災

本部における情報把握、事業所における通報連絡や情報共有の徹底強化、住

民への情報提供及び避難誘導等個別の応急対策について整理し、関係道府県

に対して示した。 
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また、最近の事故事例をもとに石油コンビナート等防災本部の活動に関

し、充実強化が必要な項目を整理した。さらに、東日本大震災をはじめとす

る様々な事故事例から得られる教訓などを踏まえ、自衛防災組織等の防災活

動の手引きについて、内容を見直し、改訂した。 

⑧緊急度判定（トリアージ）体系の構築 

東日本大震災を踏まえ、地域救護力の向上を図るため、平成 24 年度、大

規模災害時等における社会全体の各段階で共有する緊急度判定（トリアー

ジ）体系の構築・実証検証等を行い、傷病者の最終的な転帰等に関する分析

を行った。 

⑨石油コンビナート等の防災施設の点検基準等のあり方 

災害の拡大防止のための防災施設（消火用屋外給水施設、流出油等防止堤

等）について、耐災害性の確保という観点から、経年劣化を考慮した点検基

準や機能維持のために必要な応急対策のあり方について整理し、関係告示の

改正等を実施した。 

⑩災害の現場における事業所からの適切な情報提供 

  災害の現場において活動を行う消防機関の職員に対して速やかに応急措

置上必要な情報が提供されるよう、事業者に対して、自衛防災組織が行う

べき防災業務を定めた防災規程に情報の提供体制に関する事項を追加する

ことを義務づける省令改正を実施した。 

⑪放射線等に関する検知・防護資機材の調査・整理 

東京電力福島原子力発電所事故等を踏まえ、技術的な進展の著しい放射性

物質や放射線に関する検知や防護の資機材の種類・性能について調査・整理

を実施した。 

⑫大規模災害時における消防本部の効果的な初動活動のあり方 

  災害初期における対応策を中心に、大規模災害発生時における消防本部

の効果的な活動のあり方や職員の安全対策を含め、消防本部が具体的に取

るべき方策等について検討を実施。平成２３年１１月から平成２４年３月

の間に５回の検討会を開催、平成２４年４月に報告書の送付等により、全

国の消防本部に周知した。 

当面（今年度中）の取組み 

（震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究） 

東日本大震災による被害等を踏まえ、以下の消防防災技術の調査研究を行

う。 

①消防活動を支援するためのロボット技術の研究開発 

  石油コンビナートや化学プラントで大規模な火災が発生した状況におい

て，リモート操作が可能で、自律的に動作し、火災抑制、消火活動や活動
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の支援を行うことができる消防ロボットシステムの部分試作及びその検証

試験を行う。また、津波による水没地域における情報収集活動を実施する

無人偵察ヘリの研究開発や消火・救助・救急搬送に必要な車両の研究開発

を行う。 

②石油コンビナート防災体制の充実・強化に関する検討 

  石油コンビナート等防災本部が実施する訓練について、図上訓練マニュ

アルの作成や防災本部の機能強化のための訓練のあり方の検討を行うこと

で、石油コンビナート等防災体制の充実強化を図る。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

（震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究） 

東日本大震災を踏まえ、危険物の取扱い、消防活動の在り方等消防防災技術

の調査研究を行う。 

期待される効果・達成すべき目標 

（震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究） 

消防防災技術の調査研究を行うことにより、今後の大規模災害等への備えをす

ることが期待される。 

「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

・エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの研究開発 225 百万円 

・消防活動の安全確保のための研究開発に要する経費 26 百万円 

・石油コンビナート災害等特殊災害対策の充実強化   15百万円の内数 
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災害の記録と伝承 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 総務省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 作成年月 

目 （ⅱ） 平成 27 年 6 月 

これまでの取組み 

（今回の震災における消防機関等の活動記録の収集・分析・検証について） 

○分野別に被災消防本部等に対するアンケート、調査・検討を実施している。 

○写真等の情報の収集を行っている。 

○現地で消防活動に従事した消防職団員の経験談を収集している。 

○東日本大震災における被害状況、緊急消防援助隊等の活動状況、地元消防本

部・消防団・自主防災組織等の活動状況、現地で消防活動に従事した消防職

団員の経験談の収集・整理を実施し、記録集としてまとめ、当該記録集をホ

ームページに掲載し、広く周知を図った。 

 

（情報発信について） 

これまで図書館、美術館、博物館、公文書館（ＭＬＡ）の文書資産を対象としたデ

ジタルアーカイブに関する調査研究を実施。平成 23 年度は、デジタルアーカイブ推

進に向けた取組の方向性の検討を行うため、「知のデジタルアーカイブに関する研

究会」を開催し、研究会提言「知のデジタルアーカイブ ―社会の知識インフラの拡

充に向けて―」及び「デジタルアーカイブの構築・連携のためのガイドライン」をとり

まとめ、公表した。 

平成 24 年度は、国立国会図書館と連携し、ネット上に分散して存在する東日本

大震災に関するデジタルデータを一元的に検索・活用できるポータルサイト「国立国

会図書館東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）」を構築し公開するとともに、被災地に

おいて５つの震災関連デジタルアーカイブを構築して「国立国会図書館東日本大震

災アーカイブ」と連携する実証を実施し、「震災関連デジタルアーカイブ構築・運用の

ためのガイドライン」を策定した。 

また、平成 25 年度は、情報通信技術を活用した震災の記録・記憶を収集・保存・

活用するシステム（デジタルアーカイブ）を構築する被災自治体に対する支援を実施

し、２事業を採択した。 

平成 26 年度も平成 25 年度同様、情報通信技術を活用した震災の記録・記憶を

収集・保存・活用するシステム（デジタルアーカイブ）を構築する被災自治体に対す

る支援を実施し、３事業を採択した。 
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当面（今年度中）の取組み 

（今回の震災における消防機関等の活動記録の収集・分析・検証について） 

東日本大震災の体験・教訓を伝承するため、被災地の消防団員や自主防災組

織などの地域防災の担い手を語り部として全国の市町村、消防団、自主防災組

織、学校などで行われる防災研修会等へ派遣する。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

（今回の震災における消防機関等の活動記録の収集・分析・検証について） 

消防本部における資料の収集や語り部の派遣等を通じ、貴重な体験や教訓が次

世代に継承されるよう、引き続き取り組む。 

期待される効果・達成すべき目標 

（今回の震災における消防機関等の活動記録の収集・分析・検証について） 

○東日本大震災に対する消防機関の対応につき、全体像を明らかにすることがで

き、全国の消防本部において今後の大規模災害時における対応の参考にするこ

とができる。 

○震災の教訓の継承につながり、今後の消防防災体制の構築や地域住民の防災

意識の向上に寄与する。 

 

（情報発信について） 

東日本大震災に関する記録・記憶を、被災自治体から国内外へ情報発信し、次

世代へ継承するとともに復興・街づくり等に活用する。 

「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

（今回の震災における消防機関等の活動記録の収集・分析・検証について） 

・災害伝承１０年プロジェクト   10 百万円 
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大規模な自然災害等に関する課題解決への貢献 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 文部科学省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 作成年月 

目 (ⅰ) 今後の防災対策に資するため、今回の大震災

に関し、国際共同研究を含め、詳細な調査研究を行

う。その際、地震・津波の発生メカニズムの分析・解

明やこれまでの防災対策の再検証やリスクコミュニ

ケーションのあり方の検証等も行う。また、各機関の

調査研究が有機的に連携し、総合的な調査となるよ

う配慮する。 

平成 27 年４月 

これまでの取組み 

○国際科学技術共同研究推進事業 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム 

標記事業では、我が国の優れた科学技術と政府開発援助（ODA）との連携により、

アジア・アフリカ等の開発途上国と環境・エネルギー、防災、生物資源分野の地球規模

の課題の解決につながる国際共同研究を推進している。 

平成 23 年度においては、防災に関する４課題が研究成果を報告し、東日本大震災

から得た知見や教訓を国際社会と共有する「地震・津波災害軽減国際シンポジウム－

東日本大震災の教訓を世界で共有するために－」を開催した（平成 24 年 3 月 14～15

日、於：仙台国際センター、参加国５カ国、参加者約 200 名）。 

平成 26 年度には、仙台にて開催された第 3 回国連防災世界会議（平成 26 年 3 月

15日～18日）において、防災に関するそれぞれの課題がフォーラムや展示等において

研究成果を発信すると共に、SATREPS を含む JST の他プログラムが共同でシンポジ

ウム「災害に強くしなやかな社会の創造を目指して  ～防災研究の新たなパラダイム

とファンディング機関の役割～」を開催し、各プログラムの研究成果を報告したほか今

後の防災・減災に向けた取組について議論した。（平成 26 年 3 月 18 日 於：東京エレ

クトロンホール宮城、参加者約 140 名） 

平成 26 年度までに、41 ヶ国 87 課題（うち防災に関するもの 15 ヶ国 16 課題）を支援

している。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 引き続き、上記プログラムを実施。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 引き続き、上記プログラムを継続して実施。 
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期待される効果・達成すべき目標 

○ これまでも防災分野での共同研究を実施してきた本プログラムの実施により、地震・

津波の発生メカニズムの分析・解明やこれまでの防災対策の再検証やリスクコミュニ

ケーションのあり方の検証等、今後の防災対策に資する取組が加速され、我が国の復

興の一助となることが期待される。 

「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

・国際科学技術共同研究推進事業（地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム） 1,595 百万円（平成 27 年度当初予算） 
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東日本大震災を踏まえた地震観測体制等の強化 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 文部科学省 

節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 作成年月 

目 (ⅰ) 今後の防災対策に資するため、今回の大震災

に関し、国際共同研究を含め、詳細な調査研究を行

う。その際、地震・津波の発生メカニズムの分析・解

明やこれまでの防災対策の再検証やリスクコミュニ

ケーションのあり方の検証等も行う。また、各機関の

調査研究が有機的に連携し、総合的な調査となるよ

う配慮する。 

平成 27 年６月 

これまでの取組み 

○東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査観測 

東北地方太平洋沖地震の地震・津波の発生メカニズムの解明や、地震調査研究推

進本部における地震の規模、発生確率等の評価（長期評価）に資する調査観測データ

を収集するため、同海域の調査観測等を実施。平成 23 年度は調査観測に必要な観測

機器の整備を実施。平成 24年度は、過去の地震・津波の履歴調査や現在の地殻活動

構造についての観測を実施。平成 25 年度は、これまでに得られたデータの解析・評価

を実施。 

○海底 GPS 技術開発 

地震調査研究推進本部が定めた「新たな地震調査研究の推進について－地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（平成

21年４月 21日）の方針に基づき、プレート境界の固着状態の空間分布を把握するため

の海底地殻変動の観測技術を高度化することを目的として、測位精度向上のための

研究を実施。 

○深海地球ドリリング計画推進 

我が国と米国及び欧州が主導する国際深海科学掘削計画（ＩＯＤＰ）の下、地球深部

探査船「ちきゅう」を運用する深海地球ドリリング計画を推進してきたところ。これまでに

南海トラフと日本海溝の巨大地震発生帯掘削や沖縄トラフの海底熱水域、更には下北

八戸沖のける深部石炭層の掘削を成功させてきたところ。「南海トラフ地震発生帯掘削

計画」の継続について、平成26年8月に文部科学省科学技術・学術審議会海洋開発分

科会において検討がなされ、継続すべきとされたことを受け、現在計画を推進。 

当面（今年度中）の取組み 

○深海地球ドリリング計画推進 

「南海トラフ地震発生帯掘削計画」を引き続き実施し、掘削孔に長期孔内計測装置を

設置。 
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中・長期的（3 年程度）取組み 

○深海地球ドリリング計画推進

引き続き「南海トラフ地震発生帯掘削計画」を推進。

期待される効果・達成すべき目標 

○深海地球ドリリング計画推進

南海トラフ及び東北沖における掘削を通じて、巨大地震を引き起こす地質試料の採

取・分析により、断層の破壊の時期や状況を明確にし、次期の巨大地震発生時期や規

模及びその被害を予測。また、深部掘削孔に設置する計測器により、断層のデータを

リアルタイムで監視することにより、海底下で発生する巨大地震の前兆となる現象や、

地震そのものを早期に検知。 

「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

○深海地球ドリリング計画推進

・掘削と「ちきゅう」の運航・管理等に係る経費

平成 27 年度当初予算：10,736 百万円 
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東日本大震災に係る学術調査の実施 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 文部科学省 

 節 （４）大震災の教訓を踏まえた国づくり 

項 ⑥ 震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 作成年月 

目 (ⅰ) 今後の防災対策に資するため、今回の大震災

に関し、国際共同研究を含め、詳細な調査研究を行

う。その際、地震・津波の発生メカニズムの分析・解

明やこれまでの防災対策の再検証やリスクコミュニ

ケーションのあり方の検証等も行う。また、各機関の

調査研究が有機的に連携し、総合的な調査となるよ

う配慮する。 

平成 27 年 6 月 

これまでの取組み 

○ 科学技術・学術審議会学術分科会において、東日本大震災に係る学術調査につい

て検討を行い、学術研究の社会的役割として、東日本大震災からの復興に向け、研究

者の知を結集した学術調査の実施が必要であることが確認された。 

○ 独立行政法人日本学術振興会に東日本大震災学術調査委員会を設置し、平成 24

年３月 27 日に第１回目の委員会を実施。調査方針・調査事項を決定し、平成 24 年度

より調査を開始した。（実施期間は平成 24 年度～平成 26 年度） 

○ 平成２６年度には、政治過程と政策、震災後の自治体ガバナンス、福島原発事故と

複合リスク・ガバナンス、震災と経済、被害の評価と環境コスト、復旧・復興へ向かう地

域と学校、大震災・原発危機下の国際関係、情報メディア・ネットワーク の各調査事項

についての学術調査の成果を取りまとめた。 

○ 平成２７年３月にシンポジウム（「震災に学ぶ社会科学」）を開催し、研究成果の発表

を行うとともに、本事業に関わる研究者、一般参加者との対話を通じ、社会に広く情報

発信を行った。（URL：https://www.jsps.go.jp/j-gakujutsuchosa/symposium_h25.html） 

当面（今年度中）の取組み 

○ 調査研究成果を取りまとめた「東日本大震災学術調査事業報告書」を日本学術振興

会 HP において公開する。 

（平成 27年 5月公開済みURL：http://www.jsps.go.jp/j-gakujutsuchosa/report.html） 

○ 研究成果を海外にも発信するため、英文による研究成果報告書の作成に取り組む。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 英文による研究成果報告書を作成し、国内外に情報発信を行う。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 東日本大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者により科学的に分析し、その教

訓を次世代に伝承し、国内外に発信する（復興構想７原則の１）ことにより、我が国の

復興の一助となることが期待される。 
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「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

・東日本大震災学術調査（（独）日本学術振興会運営費交付金）平成 27 年度当初予算

30 百万円 
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国立公園の創設を核としたグリーン復興 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 環境省 

節 （３） （３） （４） 

項 ⑥ ⑪ ⑥ 作成年月 

目 (ⅱ)・(ⅲ)  (ⅱ) 平成 27 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 東日本大震災からの復興の基本方針の策定を受け、平成 24 年５月に、「三陸

復興国立公園の創設を核としたグリーン復興のビジョン」を環境省として策定し

た。当該ビジョンに基づき、三陸復興国立公園の指定等の７つのグリーン復興

プロジェクトを推進した。 

○ 平成 25 年 5 月に創設した三陸復興国立公園については、平成 27 年３月に南

三陸金華山国定公園を編入し、区域の拡張を行った。みちのく潮風トレイルに

ついては、平成 25 年 11月に青森県八戸市から岩手県久慈市までの約 100km

が開通したことに続き、平成 26年 10月には、福島県新地町から相馬市までの

約 50km が開通した。 

○ 被災した公園施設の復旧整備、エコツーリズム、自然環境の再生に向けた検

討、災害の記録及び自然環境の現況調査と経年変化状況のモニタリング並び

にこれらの情報の公開体制の整備等を実施した。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 三陸復興国立公園を拡張するための調査・調整等を進める。 

○ みちのく潮風トレイルの全線開通に向けてルートの調査・検討、地域説明会等

を継続し、順次開通するとともに、利用者の受入体制の構築や利用促進の取

組を進める。 

○ 公園施設の復旧整備や新たな集団施設地区等の整備、みちのく潮風トレイル

の利用拠点・全線統一標識の整備を進める。エコツーリズムの推進体制の確

立、地震・津波災害の記録・教訓の収集・保存及び津波の影響を受けた自然

環境の現況調査と経年変化状況のモニタリング及びとりまとめ等関連する取

組等のグリーン復興プロジェクトを実施する。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 三陸復興国立公園の段階的な拡張を進めるとともに、国立公園の利用（エコツ

ーリズムを含む）を促進することにより、東北ならではの観光スタイルを構築す

る。 

○ みちのく潮風トレイルのルートの設定を更に進めるとともに、利用者の受入体

制の構築や利用促進の取組を進める。 
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○ 三陸復興国立公園の公園施設の整備、みちのく潮風トレイルの整備等の取組

を実施する。

○ 自然環境の再生に向けた検討を進める。

○ 津波の影響を受けた自然環境の経年変化状況のモニタリングを行う。

○ その他、グリーン復興プロジェクトを推進する。

期待される効果・達成すべき目標 

○期待される効果：

・ 「グリーン復興」をテーマとした、国立公園の創設を核とする総合的な取組の中

で、観光業及び農林水産業の振興に寄与するとともに、自然と共生する社会を

実現するための取組及び災害の記録と伝承を進めることで、復興に貢献する。 

○達成すべき目標：

・ 三陸復興国立公園の拡張（平成 26 年度以降） 

・ 三陸復興国立公園の適切な管理・運営（平成 25 年度以降） 

・ みちのく潮風トレイルの設定及び地域の自立的な運営体制の構築（平成 27 年

度以降） 

「平成 26 年度補正予算及び平成 27 年度予算における予算措置状況」 

・三陸復興国立公園再編成等推進事業費 ５２２百万円【復興特会】 

・三陸復興国立公園等復興事業 １，８２８百万円【復興特会】 
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